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博士論文要旨 
 
背景：世界における自然災害による死亡者数は増加しており、仙台防災枠組 2015-2030で
は、死亡者数の削減がグローバルターゲットとなった。近年日本では、災害関連死による
死亡者数が直接死を上回る事態が生じている。災害看護は、災害における人々の生命・生
活・健康に及ぼすリスクや課題に対し、安全な環境の促進・病気の予防・健康増進といっ
た看護介入を行う役割を持つと定義されており、災害関連死予防における看護職の責務
は大きく、早期にリスクの高い人を発見・介入することが求められている。しかし、災害
関連死の研究は少なく、災害関連死に影響を及ぼす要因の詳細は示されていない。 
目的：本研究は、過去の国内での災害関連死の認定に用いられた行政機関が保有する資料
を用い、災害関連死に至るまでの間に生じた生活の変化に着目し、災害関連死の発生に関
係する具体的要因を明らかにすることを目的とした。 
方法：研究方法は、内容分析である。17市町村より提供された災害関連死 472ケースの
関係資料を用い、まず、要因を抽出するために要約的内容分析を実施した。続いて、抽出
された要因間の関連を、クラスター分析を用いて検討した。以上の分析は、Nvivo 12を
用いて行った。 
結果：分析対象となった 472ケースの特性における内服・治療の中断期間は平均 10.05日
（標準偏差 15.52）、発災後受診有りまたは入院中は 51.4%、生活場所移動有りは 62.3%、
移動回数は平均 3.22回（標準偏差 2.02）であった。災害関連死に影響を及ぼした要因と
して、12の要因カテゴリーと 137の具体的要因が抽出された。12の要因カテゴリーは【病
院機能停止等による治療の遅れ・中断】【避難所等の生活】【地震・余震・津波のストレ
ス】【電気・水道・ガスの停止】【仕事・資産等の被害】【在宅療養中断】【避難所等へ
の移動】【家族等の変化】【社会福祉施設等機能停止による介護機能の低下】【交通事情
等による治療の遅れ】【災害関連対応の激務】【多量の塵灰吸引】であった。上位 3要因
は、自殺以外のケースでは、【病院機能停止等による治療の遅れ・中断】【避難所等の生
活】【地震・余震・津波のストレス】であり、自殺のケースでは、【救護活動等の激務】
【仕事・資産等の被害】【家族等の変化】であった。上位の具体的要因として＜電気・水
道・ガスの停止＞＜医療サービスの低下・停止＞＜寒いまたは暑い環境＞が抽出された。
自殺以外のケースでは、3つのクラスターが生成され、【電気・水道・ガスの停止】と【病
院機能停止等による治療の遅れ・中断】、【地震・余震・津波のストレス】と【仕事・資
産等の被害】と【避難所等の生活】、【災害関連対応の激務】と【家族等の変化】が共起
しており、自殺以外のケースでは、2つのクラスターが生成され、【災害関連対応の激務】
と【家族等の変化】、【在宅療養中断】と【避難所等の生活】が同時出現していた。 
考察：発災後に、災害関連死のケースが、医療にアクセスすることなく死亡している可能
性があった。【在宅療養中断】が生じ、その上【交通事情（等による治療の遅れ）】の悪
化により医療機関へアクセスできていなかった可能性が考えられた。一方で、発災後に災
害関連死のケースの約 5 割は医療受診が有ったあるいは入院中にもかかわらず死亡して
いた。災害関連死のケースの生活場所と死亡場所を比較したところいずれも病院が最も
多く、自殺以外のケースでは、【病院機能停止等による治療の遅れ・中断】が要因として
最も多く、さらにその具体的要因として＜医療サービスの低下・停止＞が最も多かったこ
とから、災害関連死を防ぐためには、引き続き医療機能の維持が重要である。また、自殺
以外のケースでは、【避難所等の生活】も多い要因であり、本研究より、災害関連死のケ
ースの 6 割が生活場所を移動しており、生活場所の移動回数の多さの理由には、避難先
の環境に適応できないような劣悪な生活環境が考えられる。具体的要因として＜寒いま
たは暑い環境＞＜狭い環境＞＜混雑・混乱した環境＞が上位要因として抽出された。よっ
て、劣悪な生活環境は依然として課題であり、災害関連死に影響を及ぼす重要な要因であ
ると言える。自殺のケースでは、【災害関連対応の激務】の＜過重労働＞が最も多かった。
過労死でも指摘されているように、長時間労働や連続勤務が、災害関連死に影響を及ぼし
たと考えられた。これまでの災害関連死の認定では、ほとんど取り上げられなかった要因
【仕事・資産等の被害】【家族等の変化】は、本研究では、特に自殺のケースの上位要因
であり、他の要因と関連してクラスター生成していることからも、看過できない災害関連
死に影響を及ぼす重要な要因であることが示唆された。また、本研究のクラスター分析よ
り、自殺以外のケースでは 3 つのクラスター、自殺のケースでは 2 つのクラスターが生
成されたことから、災害関連死を考える時には、単独の要因に着目するだけでなく、複数
要因の存在やその関係性に目をむけることで、災害関連死の高まるリスクを捉えること
ができると考えられる。 
結論：本研究より、12の要因カテゴリーとその関連性ならびに 137の具体的要因が抽出
された。災害関連死を防ぐためには、特に、医療機能を維持し、安全な環境を促進するこ
とと、早期に災害関連死のハイリスク者を発見・介入することが重要であり、これらの要
因は、そのアセスメントや介入のエビデンスとなるといえる。今後、これらの要因をもと
に、アセスメントツールを開発し、災害現場で運用することで、支援者の能力差に左右さ
れず、災害関連死のハイリスク者数を推測することができ、限られた資源の分配や看護・
医療介入につながると考える。結果、災害関連死の減少を導き、仙台防災枠組のグローバ
ルターゲットである世界の災害による死亡者数の大幅な削減に貢献できると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Abstract of Doctoral Dissertation 
 
Background: Currently, indirect deaths caused by disasters surpass direct deaths in Japan. The 
Sendai Framework for Disaster Risk Reduction 2015-2030 (SFDRR) has adopted by world leaders; 
with one of targets being to reduce global disaster mortality by 2030. However, few studies and a 
lack of detailed factors leading to indirect deaths caused by disasters were found. The objective of 
this study was to explore the detailed factors behind indirect deaths related to disasters. 
Methods: A content analysis method with methodological triangulation was conducted. The 
documents of 472 indirect death cases caused by disasters were obtained from 17 local 
governments. First, a qualitative content analysis was used to identify factors, followed by a cluster 
analysis, which was conducted to explore co-occurrence based on the Jaccard correlation. 
Results: From the 472 indirect death cases, the duration of suspension of medication and treatment 
was 10.05 days on average, approximately 50% of indirect death case victims received medical 
attention after the disaster and 60% of cases changed their living place approximately 3.22 times 
on average. Additionally, 12 categories and 137 detailed factors were found. Categories were
【Delay or interruption in treatment due to disruption of medical facilities】,【Living in shelters, 
temporary housing etc.】,【Stress caused by earthquake, tsunami, and aftershock】,【Loss of 
electricity, gas, and water supply】, 【Damage to occupation and properties】,【Interruption in 
home care】,【Evacuation】,【Change among Family】,【Decreasing nursing care due to disruption 
of nursing home】,【Delay in treatment due to traffic conditions】,【Overwork】, and【Inhalation 
of dust and ash】. Although【Overwork】,【Damage to occupation and properties】, and【Change 
among Family】 were ranked high among suicide cases, 【Delay or interruption in treatment due 
to disruption of medical facilities】,【Living in shelters, temporary housing etc.】,【Stress caused 
by earthquake, tsunami, and aftershock】were the main factors that caused deaths, excluding suicide. 
Detailed factors such as <Loss of electricity, gas, and water supply>, ＜disruption of medical 
service＞, ＜cold or hot environment＞ were ranked high. While two clusters,【Overwork】and
【Change among Family】, and 【Interruption in home care】and【Living in shelters, temporary 
housing etc.】, were identified among suicide cases; three clusters, 【Loss of electricity, gas, and 
water supply】【Delay or interruption in treatment due to disruption of medical facilities】, 【Stress 
caused by earthquake, tsunami, and aftershock】【Damage to occupation and properties】【Living 
in shelters, temporary housing etc.】, and 【Overwork】【Change among Family】were found for 
the other cases. 
Discussion: Some indirect death case victims didn’t receive medical attention after the disaster. 
【Interruption in home care】and【(Delay in treatment due to) traffic conditions】became obstacles. 
However, about 50% of victims died despite receiving medical services. The hospital was the main 
place of living and death in the cases and【Delay or interruption in treatment due to disruption of 
medical facilities】was the main factor, except in suicide cases. Additionally, ＜disruption of 
medical service＞ was among the main detailed factors. Therefore, maintaining medical services 
is indispensable. 【Living in shelters, temporary housing etc.】 is the second highest factor with 
<cold and hot environment> and <small environment>,  as the major detailed factors. As the 
worsening condition of living affects indirect deaths. In suicide cases, the main factor was
【Overwork】, long work hours and consecutive workdays had an impact on indirect deaths. 
【Change among Family】and【Damage to occupation and properties】were hidden factors in 
previous years. However, these factors ranked high among suicide cases and had a co-occurrence 
with the other factors; thus, responders should focus on these factors. Through a cluster analysis, 2 
cluster fro suicide cases, and 3 clusters for other cases were identified. Therefore, having a factor 
and a co-occurrence and a relation between the factors determined the people at high-risk for 
disaster-related indirect deaths.  
Conclusion: Through this study, 12 categories and 137 detailed factors of indirect deaths caused 
by disasters were clarified. The maintenance of medical services, promotion of a safe environment, 
and identification and intervention of high-risk people based on these factors is imperative. 
Developing assessment tools based on these factors for future research is essential in order to 
estimate the number of high-risk populations, assist in the distribution of limited resources, and 
ensure a quick response to survivors, which, as a result, will contribute to reduced disaster mortality 
based on the SFDRR. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
論文審査の結果の要旨 
 
本研究は、災害による死亡者数の削減という仙台防災枠組 2015－2030が掲げるグロ
ーバルターゲットに関連して、国内での災害発生時に重大な課題となっている災害関連
死への対策を導くために、災害関連死に至るまでに生じた生活の変化に着目し、災害関
連死の発生に関係する具体的な要因を明らかにすることを目的とした。災害関連死の認
定に用いられた、行政機関が保有する関係資料（死亡診断書／死体検案書、医師の意見
書、診療／看護記録、行政の経緯調書、家族の意見書、日記等）を分析対象に、Mayring
による要約的内容分析の手法を用いて要因を抽出し、クラスター分析により要因間の関
連を検討した。分析には質的データ分析支援ソフト NVivo12 を用いた。分析対象とな
った関連資料は、阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日本大震災、熊本地震で被災
した 17市町村より提供された 472ケース分の資料であった。 
分析の結果、12 の要因カテゴリーと 137 の具体的要因が抽出され、1 ケースに複数
の要因カテゴリーが存在していることが確認された。また、死因が自殺のケースが 13
件あったが、その要因カテゴリーは自殺以外の場合とは異なる傾向があった。12 要因
カテゴリーのうち、上位３要因カテゴリーは、自殺以外のケースでは「病院機能停止等
による治療の遅れ・中断」「避難所等の生活」「地震・余震・津波のストレス」、自殺の
場合は「救護活動等の激務」「仕事・資産等の被害」「家族等の変化」であった。また、
自殺以外の死因では、「電気・水道・ガスの停止」と「病院機能停止等による治療の遅
れ・中断」、「仕事資産等の被害」と「避難等の生活」と「地震・余震・津波のストレス」、
「災害対応関連の激務」と「家族等の変化」が関連する要因として示され、自殺が死因
の場合は、「在宅療養中断」と「避難所等の生活」、「災害対応関連の激務」と「家族等
の変化」に関連がみられた。分析ケースの約半数が、入院中もしくは医療機関を受診し
ていたのにもかかわらず死亡している状況が明らかとなり、医療機関の物理的な破損、
医療スタッフの不足、物資の不足、ケアの低下等の医療サービスの低下や停止が要因と
して示された。また、医療機関を受診することなく死亡したケースは、在宅療養者が被
災により在宅療養機器の停止や服薬の中断等の在宅療養を中断したことや災害による
交通遮断により医療機関にアクセスできずに治療が遅れたことが要因となっていた。さ
らに、これまでの災害関連死の認定ではほとんど取り上げられなかった「仕事・資産等
の被害」「家族等の変化」も看過できない要因として見いだされた。本研究の結果から、
災害関連死のハイリスク者の発見や、介入を検討するためのアセスメントツールの開発
等につながる重要な示唆が得られた。 
審査員からは、分析過程における生活の変化の捉え方、本研究の学問的意義等につい
て質問がなされ、申請者からは適切に回答がなされた。また、分析により抽出された要
因が災害関連死につながるメカニズムの解明の可能性については、今回は外的要因に着
目したが、要因に対する個人の反応や、例えば、病院機能の低下等に関連する人員の確
保状況や外部支援の実施状況などの他のデータを収集し合わせて分析することで、災害
関連死の発生メカニズムの解明につながる可能性があり、研究を発展させていきたい旨
の回答がなされた。さらに、災害関連死の予防に対して、現在行われている医療機関の
災害対応や避難所等での保健・医療活動の課題や改善に向けた示唆について考察を深め
る予知があるとの指摘に対しては、医療機関の BCP策定、災害時の要員確保、住民の
安否確認・健康調査等に関連した考察を追加することとなった。 
本研究は、災害関連死という社会的、実践的に重要な課題に取り組んだ意義深い研究
であり、生活の変化の視点で災害関連死に関連する具体的要因を明らかにした点は新規
性がある。結果は、災害関連死の発生に係るメカニズムの解明等、今後の研究の基盤と
なりさらなる発展が期待できるとともに、災害関連死の認定にかかる制度・政策にも貢
献が期待できる。また、行政機関の保有する災害関連死の認定に関する資料を研究に用
いた点も新規性、独創性が高い。データ収集には、資料を保有する行政機関の研究に対
する理解と協力が不可欠であったが、これまでに前例がほとんどない状況であった。資
料の提供を受けるにあたっては、法律家の助言も受け、倫理面での配慮を十分に検討し、
行政機関への説明を慎重かつ丁寧に行い、研究を遂行させたことも高く評価された。 
以上より、審査委員全員が本論文は災害看護学の博士の学位論文に値すると判断した。 
 
